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船橋市におけるごみ量の推移について 

 

可燃ごみ排出量は、船橋市の人口は増加しているものの、次ページのグラフ１のとおり平成 25 年度の

可燃ごみの発生量は 16 万 7203 トン、10 年前の平成 15 年度は 18 万 9749 トンであり、2 万 2546 トン

の減量となっています。 

ごみ排出量が減少傾向を示しているのは、地球温暖化をはじめとする環境問題に対する関心の高まり

や、各種リサイクル法の施行によるごみの減量、資源化に対する意識が徐々に浸透してきているものと

考えています。 
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出典：平成 26 年度(速報版) 船橋市のごみ事情

グラフ１ 可燃ごみ排出量の推移 

グラフ２ １人１日当たりの可燃ごみ排出量の推移 
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既存施設と計画施設の施設規模の対比 

 

既存施設と計画施設の施設規模等を対比すると下表のとおりとなります。 

 

表 既存施設と計画施設の施設規模の対比 

区 分 既存施設 計画施設 備 考 

処理能力 
375ｔ 

(125t/日×３炉) 

339t 

(113t/日×３炉) 
 

建築物

等 

工場棟

建築面積 4,064.17 ㎡ 7,016 ㎡  

階 数 
地上４、地下１ 

(地上 39m) 
地上６、地下１ 

(地上 38m) 
 

煙突（高さ） 地上 59m 地上 59m  

排出ガ

スに係

る自主

基準値 

排ガス量(湿り) 35,400  Ｎ/時・炉 38,000  Ｎ/時・炉 
計画施設からの

排ガス量につい

ては、メーカー

ヒアリングを基

に安全側の観点

から最大となる

もので設定。 

既存施設におけ

る排ガスの測定

結果は準備書

p7-95 参照。 

 

硫黄酸化物 30 ppm 20 ppm 

窒素酸化物 100 ppm 50 ppm 

ばいじん 0.01 g/ Ｎ 0.01 g/ Ｎ 

塩化水素 80 ppm 20 ppm 

ダイオキシン類 0.5 ng-TEQ/ Ｎ 0.05 ng-TEQ/ Ｎ 

余熱利

用設備 

発電量 1,680kW 8,000kW  

余熱利用用途 

施設内利用（電気、

給湯、冷暖房） 

施設外利用（売電） 

施設内利用（電気、

給湯、冷暖房） 

施設外利用（売電） 
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下位帯水層への杭工事について 

 

「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第 2 版 平成 24 年 8 月）」にお

いて、下位帯水層まで杭を打設する場合の施工手順が示されています。 

本工事では、この手法に則り、ケーシングにより内部の地下水と外部の地下水を遮断した後に中の土

壌等を掘削し不透水材を充填の上、下位帯水層までの杭工事を行う計画としています。 

なお、今後、事業者募集を行ってまいりますので、事業者からの提案も踏まえて、より環境に配慮し

た工事となるよう配慮してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 杭打設のイメージ 

 

出典：土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン（改訂第2版 平成24年8月）

Apendix12-22（図2.2.4-3）に示される措置 

 

図 下位帯水層への杭打設のイメージ 
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〈工事概要〉 

建物の基礎として、成田

総群まで杭を施工する。 

〈施工手順〉 

①不透水層までケーシン

グを設置し、内部の地下

水と外部の地下水を遮

断する 

②ケーシングを設置した

場所の土壌をすべて掘

削により除去する。 

ケーシングを設置し

た場所の地下水を揚水

等で回収し、入れ換え、

又は浄化する。 

ケーシングを設置し

た場所に不透水材を充

填する。 

③ケーシングの引き抜き

を行う。 

④不透水材を充填した場

所の下位帯水層までの

杭工事を行う。 
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中間年次の自動車排出係数近似式係数一覧について 

 

「国土技術政策総合研究所資料第671号 道路環境影響評価等に用いる自動車排出係数の算定根拠（平

成 22年度版）」（平成 24年２月、国土交通省国土技術政策総合研究所）において、2010 年、2015 年、2020

年及び 2025 年を対象とした中間年次における自動車排出係数が算定されています。 

また、これらの中間年次の自動車排出係数近似式及び係数一覧が下表のとおり示されており、この近

似式に平均走行速度を代入のうえ排出係数を算出しました。 

 

中間年次の自動車排出係数近似式係数一覧 
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砒素及びふっ素の現地調査結果について 

 

対象事業実施区域における土壌調査結果について、準備書(7-2-6 土壌 p7-237～242)に示した調査結

果のうち、砒素、ふっ素について整理した結果は以下のとおりです。 

 

〇各地点・各層の砒素の土壌溶出量 

単位：mg/L 

深度（層） 地点 a 地点 b 地点 c 地点ｄ 地点 e 地点 f 指定基準
第 2 溶出量

基準 
表層 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.001 未満 0.004 0.001 未満

0.01 以下 0.3 以下 
廃棄物層 0.005 0.005 0.009 0.003 0.002 0.015 

廃棄物直下 0.041 0.018 0.061 0.048 0.053 0.033 

地山層上部 0.025 0.048 0.017 0.031 0.019 0.028 

 

〇各地点・各層のふっ素の土壌溶出量 

単位：mg/L 

深度（層） 地点 a 地点 b 地点 c 地点ｄ 地点 e 地点 f 指定基準 第 2 溶出量
基準 

表層 0.37 0.31 0.47 0.32 0.73 0.28 

0.8 以下 24 以下 
廃棄物層 0.42 0.30 0.56 0.52 0.27 0.28 

廃棄物直下 0.82 0.09 1.3 0.28 1.2 0.16 

地山層上部 0.41 0.85 0.66 0.59 0.54 0.80 

 

 

〇各地点・各層のふっ素及び砒素の土壌含有量 

 

 全地点・全層において指定基準を超過していない。 
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凡 例 

対象事業実施区域        市境 

調査地点ａ～ｆ（既存土壌調査：平成 21 年度） 

 
 

図 土壌調査地点 １：２，５００ 

0 25m 50m 100m

Ｎ

1:2,500 船橋市「45-4」（H17.7） 

地点ａ

地点ｂ

地点ｄ
地点ｆ

地点ｅ地点ｃ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 深度方向図 

表層 

廃棄物層

廃棄物直下 

地山層上部 
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準備書の具体的な修正内容について 

 

 

１．No.６ 第７章 7-2-13 温室効果ガス等（準備書 7-379 頁）の修正 

③ 予測条件 

廃棄物焼却等施設が定常の稼働状態に達した時期における一般廃棄物処理量に基づく活動

量は、表7-2-13.3に示すとおりである。 

 

表7-2-13.3 一般廃棄物処理量に基づく活動量 

項 目 単位 活動量 備 考 

ごみ焼却等処理量 ｔ/年 91,123 

温室効果ガス排出 
    うち、プラスチック量 ｔ/年 18,862 

灯油使用量 kL/年 68 

年間使用電力量 MWh/年 13,666 

年間発電電力量 MWh/年 49,160 温室効果ガス削減 

 

（４）予測結果 

温室効果ガスの排出量及び削減量の予測結果は、表7-2-13.4、5に示すとおりである。 

温室効果ガスの二酸化炭素換算による排出量は、59,570t-CO2/年であり、発電による削減量が、

19,959t-CO2/年となることから、廃棄物焼却等施設の稼働による二酸化炭素換算排出量は、

39,611t-CO2/年と予測する。 

 

表7-2-13.4 温室効果ガスの排出量予測結果 

項 目 
温室効果

ガス 
排出量注） 

地球温暖化

係数 

CO2排出量 

（t-CO2/年）

ごみ焼却 
N2O 5.17 310 1,603

CH4 0.09 21 2

 プラスチック焼却 CO2 52,248 1 52,248

灯油使用 CO2 169 1 169

電力使用 CO2 5,548 1 5,548

合 計 － － － 59,570

注）単位は、温室効果ガスの種類に対応して t-N2O/年、t-CH4/年及び t-CO2/年となる。 

 

表7-2-13.5 温室効果ガスの削減量予測結果 

項 目 
温室効果

ガス 

削減量 

（t-CO2/年）

地球温暖化 

係数 

CO2削減量 

（t-CO2/年）

発 電 CO2 19,959 1 19,959
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２．No.18 第７章 7-2-1 大気質の修正 

 

【7-13 頁】 

① 大気質の状況 

イ．現地調査 

降下ばいじん量の現地調査手法は、表7-2-1.1に示すとおり重量法（ダストジャーによる採取）

によった。 

調査結果の整理・解析は、降下ばいじん量を季節別に把握した。 

② 気象の状況 

気象の現地調査手法は、表7-2-1.1に示すとおりとした。 

調査結果の整理・解析は、後述の「7-2-1-3 廃棄物焼却等施設稼働による大気質」に準じて年

間の風特性を把握するほか、表7-2-1.2に示すビューフォートの風力階級表に従って、強風時も含

めて風力階級別の風の出現状況を整理した。 

 

表7-2-1.1 大気質及び気象現地調査手法 

調査事項 調査項目 調査方法 測定高さ 設置場所
 ・設置方法 

大 気 質 降下ばいじん量 
重量法（ダストジャーによ

る採取） 

地上 

3.0ｍ 

対象事業実施区域内の

草地にダストジャーを

設置 

気  象 
地上気象 

（風向、風速） 

「地上気象観測指針」に準

拠（微風向風速計による自

動観測） 

地上 

約39ｍ 

既存施設屋上(約 29m)
に高さ 10m の風向・風

速計を設置 
 

 

【7-27 頁】 

 

② 気象の状況 

気象の現地調査手法は、表7-2-1.14に示すとおりとした。 

 

表7-2-1.14 気象現地調査手法  

調査事項 調査項目 調査方法 測定高さ 
設置場所

 ・設置方法 

地上気象 風向、風速 

「地上気象観測指針」に準

拠（微風向風速計による自

動観測） 

地上 

４ｍ 

市道09-001号沿道の空

地に、高さ 4m の風向・

風速計を設置 
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３．No.21 第７章 7-2-1 大気質（7-78 頁）の修正 

（ア）地上気象 

対象事業実施区域周辺の一般環境大気測定局における平成20～24年度の風向、風速の測

定結果は、表7-2-1.47に示すとおりである。 

 

表7-2-1.47 風向、風速調査結果（一般環境大気測定局） 

地 点 年度 

有効

測定

日数

測定

時間

１時間値 日平均値 最多風向 

と出現率 
静穏率

平均 最高 最低 最高 最低

日 時間 ｍ/秒 ｍ/秒 ｍ/秒 ｍ/秒 ｍ/秒 － % % 

船橋印内測定局 

平成20 365 8,760 1.7 8.6 0.0 5.1 0.5  北 34.5 11.9

平成21 365 8,759 1.7 8.3 0.0 4.4 0.5  北 32.6 12.4

平成22 364 8,729 1.9 7.7 0.0 4.6 0.5  北 27.3 11.1

平成23 364 8,765 1.9 11.2 0.0 5.4 0.5  北 29.4 9.1

平成24 365 8,760 2.0 9.8 0.0 5.3 0.5  北 29.4 9.2

船橋若松測定局 

平成20 365 8,757 2.1 9.5 0.0 5.5 0.8  北北東 17.2 1.9

平成21 365 8,758 2.1 12.1 0.0 4.7 0.6  北北東 15.7 2.1

平成22 344 8,270 2.2 9.3 0.0 6.0 0.6  南西 17.9 2.2

平成23 289 6,944 1.9 13.4 0.0 5.4 0.7  北北東 18.4 2.7

平成24 365 8,755 1.9 10.1 0.0 5.7 0.7  北北東 15.6 3.8

船橋南本町測定局 

平成20 365 8,760 2.2 9.4 0.0 5.4 1.0  北北西 20.2 2.1

平成21 365 8,760 2.3 11.7 0.0 5.2 0.9  北北西 17.3 2.1

平成22 365 8,751 2.3 8.8 0.0 5.5 0.8  北北西 18.6 2.3

平成23 365 8,776 2.3 11.4 0.0 5.7 0.8  北北西 18.3 2.2

平成24 365 8,760 2.3 11.9 0.0 6.0 0.9  北北西 19.0 2.2

市川二俣測定局 

平成20 364 8,751 2.9 11.4 0.0 7.1 1.4  北 23.3 0.7

平成21 365 8,760 2.8 17.3 0.1 6.8 1.2  北 19.1 0.8

平成22 365 8,758 3.0 10.6 0.0 7.6 1.2  北 21.1 1.0

平成23 365 8,773 3.0 17.2 0.0 7.3 1.1  北 22.5 1.2

平成24 365 8,759 3.0 13.0 0.0 7.2 1.1  北 23.5 1.2

市川行徳駅前測定局 

平成20 － － － － － － － － － － 

平成21 359 8,626 2.2 14.2 0.0 5.2 1.0 北 16.3 1.9

平成22 365 8,755 2.3 10.0 0.0 5.7 1.0  北 19.1 1.8

平成23 366 8,784 2.3 11.6 0.0 5.6 0.8  北 19.2 2.3

平成24 224 5,395 2.4 10.1 0.0 6.0 1.1  南西 16.1 1.5

習志野谷津測定局 

平成20 363 8,738 2.8 13.7 0.0 7.7 1.1  北北西 14.3 2.0

平成21 365 8,759 2.9 15.5 0.0 7.8 1.0  北北西 12.5 2.0

平成22 355 8,562 3.1 12.0 0.0 8.0 0.9  南南西 14.5 1.6

平成23 365 8,776 3.1 18.9 0.0 8.9 1.0  南南西 15.2 1.3

平成24 365 8,760 3.1 17.6 0.0 8.7 1.1  北北西 14.3 1.4

出典：「千葉県の最新大気環境情報」（千葉県ホームページ） 
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４．No.26 第７章 7-2-1 大気質（7-45、45、112 頁）の修正 

【7-45頁】 

イ．弱風時（風速1.0ｍ/秒以下）：パフ式 

 

 

 

 

 

 

 

 

［記 号］ 

to ：初期拡散幅に相当する時間（t0=W/2α）（秒） 

α,γ ：拡散幅に関する係数 

（α=0.3、γ=0.18(昼間:7:00～19:00)、γ=0.09(夜間:19:00～7:00)） 

 

【7-46頁】 

ウ．時間別平均排出量 

 

 
［記 号］ 

Qt ：時間別平均排出量（ml/ｍ･ｓ又はmg/ｍ･ｓ） 

Ei ：車種別排出係数（g/km･台） 

Nit ：車種別時間別交通量（台/時） 

Vw ：換算係数（ml/g又はmg/g） 

窒素酸化物：20℃、１気圧で523ml/g 

浮遊粒子状物質：1,000mg/g 

 

【7-112頁】 

（ｂ）拡散パラメータ 

拡散パラメータは、建物等によって煙が初期の拡がりを持つとした次式により求めた。 

 

 

[記 号] 

Σy ：水平方向の拡散パラメータ（ｍ） 

Σz ：鉛直方向の拡散パラメータ（ｍ） 

Ａ  ：建物等の風向方向の投影面積（ｍ2） 

Ｃ  ：形状係数 

 

2

2

2

22

γ
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・
2
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2

2
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５．No.45 第７章 7-2-11 廃棄物（7-371 頁）の修正 

 

表7-2-11.4 既存工場の解体工事に伴う廃棄物 

単位：ｔ 

種 類 発生量 有価物 排出量 再資源化 処分量 処理等の方法 

コンクリート塊 50,000 － 50,000 50,000 0 

産業廃棄物処理業

者に委託処理 

建設リサイクル法の特定

建設資材として再資源化アスファルト・ 
コンクリート塊 

500 － 500 500 0 

ガラス及び陶磁器くず 560 － 560 0 560 
安定型最終処分場に埋立

処分 
廃プラスチック類 15 － 15 0 15

金属くず 7,145 7,145 0 0 0 
製鉄等原料として

売却 
再原料化 

木くず 50 － 50 50 0

産業廃棄物処理業

者に委託処理 

建設リサイクル法の特定

建設資材として再資源化

紙くず 50 － 50 0 50
焼却処理後、最終処分場

に埋立処分 

石膏ボード 10 － 10 0 10
管理型最終処分場に埋立

処分 

混合廃棄物 2,610 － 2,610 0 2,610 埋立処分等 

特
別
管
理
産
業
廃
棄
物 

汚泥 15 － 15 0 15

特別産業廃棄物処

理業者に委託処理 

各廃棄物の性質に対応す

る中間処理後、管理型最

終処分場に埋立処分 

廃アルカリ 10 － 10 0 10

廃酸 15 － 15 0 15 

燃え殻 40 － 40 0 40 

廃油 10 － 10 0 10 

合計 61,030 7,145 53,885 50,550 3,335 － － 
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風速の補正に伴う大気安定度の出現頻度と予測結果について 

 

大気安定度の出現頻度について、現地調査高さ(地上 39m)の風速と、地上 10m に補正した風速を用い

た場合の結果を表１、表２に示します。 

地上 10m に補正すると風速が小さくなるため、中立の頻度が低くなり、不安定、安定の頻度が高くな

る傾向が見られました。 

 

表１ 現地調査高さ(地上39m)での風速を用いた場合の大気安定度出現頻度（準備書記載） 

単位：％ 

期間 
不安定 中立 安定 

A A-B B B-C C C-D Dd注２） Dn注２） E F G 

春季 0.6 2.8 5.7 1.7 11.7 2.9 28.8 35.1 4.9 3.6 2.2
夏季 0.5 2.8 7.3 2.7 13.0 3.2 29.7 31.7 5.5 1.3 2.4
秋季 0.2 2.4 4.7 2.9 6.5 3.2 27.0 36.1 8.2 6.1 2.6
冬季 0.2 2.3 4.7 2.2 6.0 2.7 25.0 34.2 10.5 7.4 4.8

年間 
0.4 2.6 5.6 2.4 9.4 3.0 27.7 34.2 7.2 4.6 3.0

23.3 61.9 14.8
注１）不安定の年間合計値の出現頻度は、四捨五入の関係で一致しない。 
注２）Dd：昼間の中立状態、Dn：夜間の中立状態 

 

表２ 地上10mに補正した風速を用いた場合の大気安定度出現頻度 

単位：％ 

期間 
不安定 中立 安定 

A A-B B B-C C C-D Dd注２） Dn注２） E F G 

春季 1.2 3.8 7.1 2.0 10.8 3.2 26.2 28.2 6.1 4.8 6.6
夏季 0.9 4.0 11.4 2.5 11.1 3.2 26.1 26.5 5.7 1.9 6.8
秋季 0.7 3.8 7.0 1.7 7.5 3.0 25.9 29.8 7.0 6.3 7.3
冬季 0.4 3.3 6.1 2.2 6.1 3.3 21.5 21.6 11.2 11.1 13.3

年間 
0.8 3.7 7.8 2.1 8.8 3.2 24.6 25.9 7.8 6.4 9.0

26.4 50.5 23.1
注１）安定の年間合計値の出現頻度は、四捨五入の関係で一致しない。 
注２）Dd：昼間の中立状態、Dn：夜間の中立状態 

 

参考 パスキル安定度階級分類表 

風速(U) 
ｍ/秒 

日射量（T） kW/ｍ2 放射収支量(Q) kW/ｍ2 

T≧0.60 
0.60＞T≧

0.30 
0.30＞T≧

0.15 
0.15＞T Q≧-0.020

-0.020＞Q
≧-0.040 

-0.040＞Q

U＜2 A A-B B D D G G 
2≦U＜3 A-B B C D D E F 
3≦U＜4 B B-C C D D D E 
4≦U＜6 C C-D D D D D D 

6≦U C D D D D D D 

注）昼間（日の出～日の入）は日射量、夜間（日の入～日の出）は放射収支量を用いる。 
出典：「窒素酸化物総量規制マニュアル〔新版〕」（平成12年、公害研究対策センター） 

 

添付資料 ⑦ 
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上記の大気安定度を用いて予測した結果を表３、表４に示します。 

大気安定度を変更したことにより、最大着地濃度が大きな値となる傾向、出現距離が対象事業実施区

域に近づく傾向が見られました。 

二酸化硫黄、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の年平均値から日平均値の 98％値（または２％除外値）

に変換した結果は、表５に示すとおりであり、準備書に記載した値と変わらない結果となります。 

また、予測結果は、全ての項目で環境基準や指針値等を満足しており、評価の結果は変わらないもの

となります。 

 

表３ 現地調査高さ(地上39m)での風速を用いた予測結果（長期平均濃度、年平均値）：準備書記載 

項 目 
最大着地濃度(A) バックグラ

ウンド濃度 
(B) 

環境濃度 
予測結果 

(A+B) 

付加率 
(A/(A+B) 
×100)  出現

距離 
出現
方向 

二酸化硫黄 
(ppm) 0.000061 1.1km 北 0.001 0.001061  5.7％ 

二酸化窒素 
(ppm) 0.000046 1.6km 北 0.018 0.018046  0.3％ 

浮遊粒子状物質
(mg/ｍ3) 0.000030 1.1km 北 0.023 0.023030  0.1％ 

水 銀 
(μgHg/ｍ3) 0.000152 1.1km 北 0.0028 0.002952 5.1％ 

ダイオキシン類
(pg-TEQ/ｍ3) 0.000152 1.1km 北 0.18 0.180152 0.1％ 

 

表４ 地上10mに補正した風速を用いた予測結果（長期平均濃度、年平均値） 

項 目 
最大着地濃度(A) バックグラ

ウンド濃度 
(B) 

環境濃度 
予測結果 

(A+B) 

付加率 
(A/(A+B) 
×100)  出現

距離 
出現
方向 

二酸化硫黄 
(ppm) 0.000070 0.9km 北 0.001 0.001070 6.5％ 

二酸化窒素 
(ppm) 0.000049 1.1km 北 0.018 0.018049 0.3％ 

浮遊粒子状物質
(mg/ｍ3) 0.000035 0.9km 北 0.023 0.023035 0.2％ 

水 銀 
(μgHg/ｍ3) 0.000174 0.9km 北 0.0028 0.002974 5.9％ 

ダイオキシン類
(pg-TEQ/ｍ3) 0.000174 0.9km 北 0.18 0.180174 0.1％ 

 

表５ 地上10mに補正した風速を用いた予測結果（長期平均濃度、98％値または２％除外値） 

項 目 年平均値
予測結果

日平均値の年間98％値 
または２％除外値 千葉県環境目標値または環境基準 

二酸化硫黄 
(ppm) 0.001070 0.004 １時間値の日平均値が0.04ppm以下 

二酸化窒素 
(ppm) 0.018049 0.040 日平均値の年間98％値が0.04ppm以下 

浮遊粒子状物質 
(mg/ｍ3) 0.023035 0.056 １時間値の日平均値が0.10mg/ｍ3以下
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バックグラウンド濃度の設定及び付加率について 

 

バックグラウンド濃度は、一般環境大気測定局における現況の年平均濃度を用いており、既存清掃工

場の影響を受けた値となっています。新旧施設を同時に併用することもないことから、ご指摘のとおり、

予測環境濃度は安全側の値、付加率は過小の値となっています。 

そこで、7-103 頁のバックグラウンド濃度の設定及び 7-114 頁の予測結果について、下記のとおり修正

します。 

 

 

 

【7-103頁 修正案】 

（ｂ）バックグラウンド濃度の設定 

バックグラウンド濃度は、二酸化硫黄、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質については対

象事業実施区域の最寄りの一般環境大気測定局（二酸化硫黄は船橋印内測定局、二酸化

窒素及び浮遊粒子状物質は船橋南本町測定局）における現況の年平均濃度（平成24年度）、

水銀及びダイオキシン類については対象事業実施区域で実施した現地調査結果の四季平

均濃度とし、表7-2-1.64に示すとおりとした。 

なお、バックグラウンド濃度は、既存の南部清掃工場からの煙突排出ガスによる影響

が含まれた濃度となっている。 

表7-2-1.64 バックグラウンド濃度 

項 目 
二酸化硫黄 

（ppm） 

二酸化窒素 

（ppm） 

浮遊粒子状物質

（mg/ｍ3) 

水 銀 

（μgHg/ｍ3) 

ダイオキシン類

（pg-TEQ/ｍ3）

バックグラウンド濃度 0.001 0.018 0.023 0.0028 0.18 

 

添付資料 ⑧ 
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【7-114頁 修正案】 

（５）予測結果 

① 長期平均濃度予測 

ア．年平均値 

廃棄物焼却等施設稼働による大気質の予測結果は、表7-2-1.72及び図7-2-1.29(1)～(5)に示

すとおりである。 

煙突排出ガスの最大着地濃度（年平均値）は、二酸化硫黄が0.000061ppm（付加率5.7％）、二

酸化窒素が0.000046ppm（付加率0.3％）、浮遊粒子状物質が0.000030mg/ｍ3（付加率0.1％）、水

銀が0.000152μgHg/ｍ3（付加率5.1％）、ダイオキシン類が0.000152pg-TEQ/ｍ3（付加率0.1％）

と予測する。 

水銀については、環境濃度が0.002952μgHg/ｍ3となり、指針値（年平均値が0.04μgHg/ｍ3

以下）を満足するものと予測する。また、ダイオキシン類については、環境濃度が

0.180152pg-TEQ/ｍ3となり、環境基準（年平均値が0.6pg-TEQ/ｍ3以下）を満足するものと予測

する。 

 

表7-2-1.72 廃棄物焼却施設稼働による大気質の予測結果（長期平均濃度、年平均値） 

項 目 
最大着地濃度(A) バックグラ

ウンド濃度 
(B) 

環境濃度 
予測結果 
(A+B) 

付加率 
(A/(A+B) 
×100)  

出現 
距離 

出現 
方向 

二酸化硫黄 
(ppm) 

0.000061 1.1km 北 0.001 0.001061  5.7％ 

二酸化窒素 
(ppm) 

0.000046 1.6km 北 0.018 0.018046  0.3％ 

浮遊粒子状物質
(mg/ｍ3) 

0.000030 1.1km 北 0.023 0.023030  0.1％ 

水 銀 
(μgHg/ｍ3) 

0.000152 1.1km 北 0.0028 0.002952 5.1％ 

ダイオキシン類
(pg-TEQ/ｍ3) 

0.000152 1.1km 北 0.18 0.180152 0.1％ 

注）バックグラウンド濃度は、既存の南部清掃工場からの煙突排出ガスによる影響が含まれた濃度で
あることから、予測結果は、これらの影響を含んだ値（環境濃度は大きめ、付加率は小さめ）と
なっている。 
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建築物の色彩の再検討結果について 

 

ご指摘を踏まえ、建築物の外壁における色彩を検討しました。その結果を図１に示します。 

具体的には、マンセル値をYR系統の落ち着いたものとしたうえで、色を複数用い、低層部に着彩する

などの処置を行うこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 完成イメージ 

 

また、これを踏まえて各予測地点からのフォトモンタージュを修正し、予測・評価及び環境配慮事項

の記載について、見直しを行いました。 

 

 

添付資料 ⑨ 
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（５）予測結果 

① 主要な眺望点の眺望景観の変化 

廃棄物焼却等施設の存在による主要な眺望点の眺望景観の変化は、写7-2-9.5～10に

示すとおりである。また、各眺望点の眺望景観の変化は、以下のとおりである。 

ア．眺望点Ａ(ふなばし三番瀬海浜公園 東側) 

ふなばし三番瀬海浜公園と公園の樹木の奥に、新工場の煙突が視認される。現況と

比較して建屋や煙突までの距離が短くなるものの、大部分は樹木により遮られるため、

眺望景観の変化は小さい。また、現況でも既存工場の煙突と建屋の一部が視認されて

おり、景観構成要素は変化しない。船橋市景観計画等を踏まえて、彩度の低い黄赤系

の色彩を用いて、落ち着いたものとすることにより、工業地景観の中に一部自然景観

や水辺景観が組み合わさった周辺地域の景観特性と調和の図られたものとなると予

測する。 

着葉季と落葉季では、草地の色合いが変化するものの、公園の樹木が常緑樹である

ため、見通しは変わらない。 

イ．眺望点Ｂ(ふなばし三番瀬海浜公園 西側) 

ふなばし三番瀬海浜公園の樹木や野球場の奥に、新工場が視認される。近景であり、

現況と比較して建屋や煙突までの距離が短くなることから眺望景観の変化が生じる

ものの、建物の低層部に着彩し圧迫感を軽減するよう配慮している。なお、現況で既

存工場の煙突と建屋の一部が視認されており、景観構成要素は変化しない。 

着葉季と落葉季では、草地の色合いが変化するものの、公園の樹木が常緑樹である

ため、見通しは変わらない。 

ウ．眺望点Ｃ(二俣新町駅) 

工場や物流倉庫等の間に、新工場の煙突と建屋の一部が視認される。現況で既存工

場の煙突が視認されており、景観構成要素は変化しない。現況と比較して、煙突の位

置が右側に移動し、既存工場では視認されない建屋上部の一部が視認されるものの、

ごく小さく見える程度であり、彩度の低い落ち着いた色彩は周辺の工場や物流倉庫に

溶け込んでいることから、眺望景観の変化は小さいものと予測する。 

エ．眺望点Ｄ(日の出北公園) 

工事中のため設置されている柵の上部に見える、対岸の物流施設等の間に新工場の

煙突と建屋の一部が視認される。現況で既存工場の煙突が視認されており、景観構成
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要素は変化しない。遠景であるためごく小さく視認される程度であり、彩度の低い落

ち着いた色彩は周辺の工場や物流倉庫に溶け込んでいることから、眺望景観の変化は

小さいものと予測する。 

② 地域の景観特性の変化 

供用時における地域の景観は、現況と同様に、工業地景観の中に一部自然景観や水辺

景観が組み合わさった景観特性となる。供用時は、建物位置が既存工場の位置から南方

向に移動し、建屋が既存工場よりやや大きくなるため、ふなばし三番瀬海浜公園内の新

工場を見通すことのできる場所については景観特性に影響が生じるものの、その他の地

域に与える影響は小さい。 

また、新工場の色彩については、船橋市景観計画等を踏まえ、彩度の低い黄赤系の色

彩を用いて、落ち着いたものとすることにより、周辺の工場地景観及びふなばし三番瀬

海浜公園のレクリエーション施設の景観と調和が図られるものと予測する。 
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注)供用時の写真の表現については、現時点でのイメージである。                       撮 影 日：平成25年８月14日（水）（着葉期） 

 

 
 

【供 用 時】 

写 7-2-9.5(2) 眺望景観の変化（眺望点Ａ：ふなばし三番瀬海浜公園 東側（着葉季）） 
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注)供用時の写真の表現については、現時点でのイメージである。                       撮 影 日：平成25年12月25日（水）（落葉期） 

 

 
 

【供 用 時】 

写 7-2-9.6(2) 眺望景観の変化（眺望点Ａ：ふなばし三番瀬海浜公園 東側（落葉季)） 
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注)供用時の写真の表現については、現時点でのイメージである。                       撮 影 日：平成25年８月14日（水）（着葉期） 

 

 
 

【供 用 時】 

写7-2-9.7(2) 眺望景観の変化（眺望点Ｂ：ふなばし三番瀬海浜公園 西側（着葉季)） 
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注)供用時の写真の表現については、現時点でのイメージである。                       撮 影 日：平成25年12月25日（水）（落葉期） 

 

 
 

【供 用 時】 

写7-2-9.8(2) 眺望景観の変化（眺望点Ｂ：ふなばし三番瀬海浜公園 西側（落葉季)） 
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注)供用時の写真の表現については、現時点でのイメージである。                       撮 影 日：平成25年８月14日（水）（着葉期） 

 

 
 

【供 用 時】 

写7-2-9.9(2) 眺望景観の変化（眺望点Ｃ：二俣新町駅） 
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注)供用時の写真の表現については、現時点でのイメージである。                       撮 影 日：平成25年８月14日（水）（着葉期） 

 

 
 

【供 用 時】 

写7-2-9.10(2) 眺望景観の変化（眺望点Ｄ：日の出北公園） 
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３．環境保全措置 

本事業では、良好な景観形成に寄与するために、次のような措置を講じる計画である。 

・新工場の色彩は、工業地景観の中に一部自然景観や水辺景観が組み合わさった周辺地

域の景観特性との調和を図るため、彩度の低い黄赤系の色彩を用いて、落ち着いた色

彩とする。 

・ふなばし三番瀬海浜公園内の新工場を見通すことのできる場所に対し、現況と比較し

て建屋や煙突までの距離が短くなることから、圧迫感を軽減するため、建物の低層部

に着彩するものとする。 

 

４．評 価 

（１）評価の手法 

環境保全措置の実施方法等について検討した結果、事業者により実行可能な範囲で対象事業

に係る環境影響ができる限り回避又は低減されているかについて評価した。 

（２）評価の結果 

事業の実施にあたっては、 

・彩度の低い黄赤系の色彩を用いて、落ち着いた色彩とすること 

・圧迫感を軽減するため、建物の低層部に着彩するものとすること 

などの環境保全措置を講じることにより、工業地景観の中に一部自然景観や水辺景観が組み合

わさった周辺地域の景観特性と調和したものとなると予測される。また、供用時は、建物位置

が既存工場の位置から南方向に移動し、建屋が既存工場よりやや大きくなるため、ふなばし三

番瀬海浜公園内の新工場を見通すことのできる場所については景観特性に影響が生じるもの

の、その他の地域に与える影響は小さく、地域の景観特性にも配慮されたものとなっており、

事業者の実行可能な範囲内で対象事業に係る環境影響ができる限り低減されているものと評

価する。 
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景観の追加予測地点について 

 

ご指摘を踏まえ、追加の眺望地点について現地の状況を再踏査しました。その結果は以下のとおりで

す。 

 

１.対象事業実施区域周辺の眺望地点 

千葉県三番瀬再生会議で検討されている護岸計画のうち、最も至近距離となる護岸部分は立入禁

止となっており、護岸部に新たに整備された展望施設付近が市川市塩浜１丁目付近では最も適切な

至近距離の視点場と位置付けられるものと考えます。また、墓地公園付近の護岸部の角付近につい

ては、浦安市域の別アングルとして視点場になるものと考えます。さらに、習志野市の茜浜緑道の

突端部についても視点場に追加することが適切と考えました。 

以上のことから、図１に示すとおり、景観上影響が考えられる視点場として以下の地点を追加選

定し、フォトモンタージュを作成しました。 

・習志野市の茜浜緑道突端部（図２及び写１参照） 

・市川市塩浜１丁目に新たに整備された展望施設（図３及び写２参照） 

・浦安市の墓地公園付近の護岸部角付近（図４及び写３参照） 

 

 

２.対象事業実施区域の至近距離からの眺望地点 

現在の南部清掃工場の敷地外周部には高木による植栽が施されており、東西南北周囲の至近距離

においては、これらの樹木により視野が遮られている状況です。将来においても、敷地外周部に沿

って緑地を確保する計画であり、同様な状況になるものと考えられます（図５及び写４参照）。また、

周辺が主に工場や倉庫となっていることから、対象事業実施区域周辺の道路の歩行者は少ない状況

です。 

そこで、図５に示すとおり、近景域で新工場が視認されるものと考えられる以下に示す視点場を

追加選定し、フォトモンタージュを作成しました。 

・主要道路である市道 09-001 号の対象事業実施区域の北西側の歩道上（写５及び写６参照） 

・対象事業実施区域の南東側の船橋海浜公園バス停付近（写５及び写７参照） 

 

評価書の作成にあたっては、これらの追加地点からの景観の変化の状況を追加します。なお、至

近距離からの眺望地点については、敷地内の緑化計画の詳細が決まっていないため、予測では現況

と同程度の植栽を行うものとし、予測結果も踏まえて植栽樹種等の詳細な検討を行ってまいります。 

 

 

添付資料 ⑩ 
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図１ 対象事業実施区域周辺の眺望地点（追加）

Ｎ

１：５０，０００
0 500m 1km 2km 

凡 例 

    対象事業実施区域       

    市境             

    都県境           

    準備書掲載地点 

    追加候補地点（踏査を実施） 

    追加地点 

この地図は、国土地理院発行の1：50,000地形図「東京東北部」「東京東南部」「佐倉」「千葉」
を使用したものである。 

地点番号 地点名称

準
備
書 

地点Ａ ふなばし三番瀬海浜公園 東側

地点Ｂ ふなばし三番瀬海浜公園 西側

地点Ｃ 二俣新町駅 
地点Ｄ 日の出北公園

追
加
候
補
地
点 

地点１ 茜浜緑道 
地点２ 高瀬町護岸 
地点３ 浜町護岸 
地点４ 西浦護岸 
地点５ 新港大橋 
地点６ 高谷新町護岸

地点７ 塩浜１丁目 展望場

地点８ 塩浜２丁目護岸

地点９ 墓地公園外周
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図２ 地点１ 茜浜緑道 
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図３ 地点７ 塩浜１丁目展望場 
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図４ 地点９ 墓地公園外周 
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撮 影 日：平成26年12月３日（水） 

 
 

【 現  況 】 

写１(1) 地点１ 茜浜緑道（画角：50 ㎜相当） 
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注)供用時の写真の表現については、現時点でのイメージである。                          撮 影 日：平成26年12月３日（水） 

 
 

 

【供 用 時】 

写１(2) 眺望景観の変化（地点１ 茜浜緑道） 
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撮 影 日：平成26年12月３日（水） 

 

【 現  況 】 

写２(1) 地点７ 塩浜１丁目展望場（画角：50 ㎜相当） 
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注)供用時の写真の表現については、現時点でのイメージである。                          撮 影 日：平成26年12月３日（水） 

 
 

 

【供 用 時】 

写２(2) 眺望景観の変化（地点７ 塩浜１丁目展望場） 
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撮 影 日：平成26年12月３日（水） 
 

【 現  況 】 

写３(1) 地点９ 墓地公園外周（画角：50 ㎜相当） 
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注)供用時の写真の表現については、現時点でのイメージである。                          撮 影 日：平成26年12月３日（水） 

 
 

 

【供 用 時】 

写３(2) 眺望景観の変化（地点９ 墓地公園外周） 
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47 

凡  例 

対象事業実施区域 

市境 

工場周辺の状況 

追加地点 

図５ 対象事業実施区域の至近距離からの眺望地点 

１：２，５００ 

0 25m 50m 100m

Ｎ

1:2,500 船橋市「45-4」（H17.7） 
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写４(1) 工場周辺の状況 
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写４(2) 工場周辺の状況 
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写５ 地点 10 及び地点 11 
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撮 影 日：平成26年12月３日（水） 

 

【 現  況 】 

写６(1) 地点 10 市道 09-001 号歩道上（画角：35 ㎜相当） 
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注)供用時の写真の表現については、現時点でのイメージである。                       撮 影 日：平成26年12月３日（水） 

 
 

 

【供 用 時】 

写６(2) 眺望景観の変化（地点 10 市道 09-001 号歩道上） 
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撮 影 日：平成26年12月３日（水） 

 

【 現  況 】 

写７(1) 地点 11 船橋海浜公園バス停（画角：35 ㎜相当） 
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注)供用時の写真の表現については、現時点でのイメージである。                        撮 影 日：平成26年12月３日（水） 

 
 

 

【供 用 時】 

写７(2) 眺望景観の変化（地点 11 船橋海浜公園バス停）
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廃棄物の項目における埋設廃棄物の記載について 

 

対象事業実施区域は最終処分場の跡地であり、掘削工事等に伴い、掘削した埋設廃棄物の場外搬出を

行うことから、廃棄物の項目に記載を追加します。 

なお、埋設廃棄物の発生量については、メーカーへのヒアリングの結果、発注前である現段階におい

て詳細な数値を出すことは難しいという回答を得ており具体的に提示することは困難なことから、埋設

廃棄物の適正な処理方法を検討した結果を記載します。具体的な修正案を以下に示します。 

 

添付資料 ⑪ 
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7-2-11 廃棄物（修正案） 

施工時 及び 供用時 工事の実施及び廃棄物焼却等施設稼働による廃棄物 

１．予 測 

（１）予測地域 

予測地域は、対象事業実施区域とした。 

（２）予測対象時期 

① 建設工事に伴う廃棄物 

既存工場の解体工事期間も含めた工事開始から工事終了までの全期間とした。 

② 施設から発生する廃棄物 

廃棄物焼却等施設の稼働が定常状態になる時期の１年間とした。 

（３）予測手法 

① 予測項目 

予測項目は、次の廃棄物についての発生量（対象事業実施区域で発生する量）及び排出量（対

象事業実施区域外に搬出する量）とした。また、排出することが必要となった廃棄物については、

区域外で環境保全措置により減量・再資源化する量、適正処理の方法とした。 

・施工時（建設工事に伴う廃棄物） 

・供用時（施設から発生する廃棄物） 

② 予測方法 

ア．施工時（建設工事に伴う廃棄物） 

（ア）建設廃棄物 

新工場の建設工事により発生する産業廃棄物の種類及び量は、事業計画の内容より推定し

た。 

排出量は、区域内での有効利用等の内容を検討して予測した。また、排出する廃棄物につ

いては、適正な処理方法を検討した。 

（イ）既存工場の解体廃棄物 

既存工場の解体工事により発生する産業廃棄物の種類と量は、既存工場の設計図書より算

定した。 

（ウ）掘削工事等に伴う埋設廃棄物 

対象事業実施区域は最終処分場の跡地であることから、掘削工事等に伴い発生する埋設廃

棄物について、適正な処理方法を検討した。 

イ．供用時（施設から発生する廃棄物） 

供用時の廃棄物の発生量及び排出量は、廃棄物焼却等施設の稼働計画に基づいて廃棄物の種

類ごとに予測した。 

排出量は、焼却灰の再資源化等による発生抑制や有効利用の内容を検討して予測した。また、

排出する廃棄物については、適正な処理方法を検討した。 
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（４）予測結果 

① 施工時（建設工事に伴う廃棄物） 

ア．建設廃棄物 

新工場の建設工事に伴う産業廃棄物の種類及び量は、表7-2-11.1に示すとおりである。 

発生量のうち、金属くず（120ｔ）については、有価物（製鉄等原料）として売却し、それ以

外の1,480ｔが排出量となる。 

排出する廃棄物の処理、処分方法については、当該工事が「建設工事に係る資材の再資源化

等に関する法律」（以下、「建設リサイクル法」という）の対象工事となることから、「千葉県に

おける特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の促進等の実施に

関する指針」（平成14年５月、千葉県）（以下、「千葉県建設リサイクル法実施指針」という）に

示されている基本的考え方を踏まえて、建設資材廃棄物の発生抑制、次に、建設資材の再使用、

これらの措置後に発生した建設資材廃棄物の再生利用（マテリアルリサイクル）、それが適切で

ない場合には、燃焼またはその可能性のある建設資材廃棄物の熱回収（サーマルリサイクル）

を行う。最後にこれらの措置が行われないものについては適正に処分するものとする。 

（ア）特定建設資材 

特定建設資材（コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資材、木材、アスファル

ト・コンクリート）については、建設リサイクル法で分別解体や再資源化が義務付けられて

おり、特定建設資材廃棄物については、分別排出を徹底し、「廃棄物の処理及び清掃に関する

法律」により産業廃棄物の収集運搬業や処分業の許可を受けた業者に委託し、再資源化施設

に搬出して処理を行う。 

コンクリート塊（コンクリートが廃棄物になったもの並びにコンクリート及び鉄から成る

建設資材に含まれるコンクリートが廃棄物となったもの）については、破砕、選別、混合物

除去、粒度調整等を行い、再生クラッシャーラン、再生骨材等としての利用を促進する。建

設発生木材（木材が廃棄物となったもの）については、チップ化し木質ボード、堆肥等、原

材料として利用するとともに、熱を得ることに利用することを促進する。アスファルト・コ

ンクリート塊（アスファルト・コンクリートが廃棄物となったもの）については、破砕、選

別、混合物除去、粒度調整等を行い、再生加熱アスファルト混合物、再生骨材等としての利

用を促進する。 
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（イ）特定建設資材以外の建設資材 

プラスチック製品、石膏ボードなど特定建設資材以外のものについても、廃棄物となった

場合に再資源化が可能なものについては、できる限り分別解体等を実施し、再資源化を実施

する。再資源化等が困難な建設資材廃棄物を最終処分する場合は、安定型処分場で処分すべ

き品目と、管理型処分場で処分すべき品目を分別して適正に処理する。 

 

表7-2-11.1 建設工事に伴う廃棄物 

単位：ｔ 
種 類 発生量 有価物 排出量 再資源化 処分量 処理等の方法 

コンクリート塊 400 － 400 400 0 

産業廃棄物処
理業者に委託
処理 

建設リサイクル法の特定
建設資材として再資源化アスファルト・ 

コンクリート塊 50 － 50 50 0 

ガラス及び陶磁器くず 80 － 80 0 80 
安定型最終処分場に埋立
処分 

廃プラスチック類注） 100 － 100 0 100 

金属くず 120 120 0 0 0 製鉄等原料と
して売却 再原料化 

木くず 200 － 200 200 0 

産業廃棄物処
理業者に委託
処理 

建設リサイクル法の特定
建設資材として再資源化

紙くず 100 － 100 100 0 再資源化 

石膏ボード注） 150 － 150 0 150 管理型処分場に埋立処分

混合廃棄物 400 － 400 0 400 埋立処分等 

合計 1,600 120 1,480 750 730 － 

注）廃プラスチック類、石膏ボードについては、埋立処分としているが、可能な限り再資源化するものとする。 

 

 

イ．既存工場の解体廃棄物 

既存工場の解体工事に伴う産業廃棄物の種類及び量は、表7-2-11.4に示すとおりである。この

うち、金属くず（7,145ｔ）については、有価物（製鉄等原料）として売却し、それ以外の53,885

ｔが排出量となる。 

排出する廃棄物の処理、処分方法については、当該工事が、新工場の建設工事と同様に建設

リサイクル法の対象工事となることから、千葉県建設リサイクル法実施指針に示されている基

本的考え方を踏まえて、「ア．建設廃棄物」と同様に処理、処分するものとする。 
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表7-2-11.4 既存工場の解体工事に伴う廃棄物 

単位：ｔ 

種 類 発生量 有価物 排出量 再資源化 処分量 処理等の方法 

コンクリート塊 50,000 － 50,000 50,000 0 

産業廃棄物処理業

者に委託処理 

建設リサイクル法の特定

建設資材として再資源化アスファルト・ 
コンクリート塊 

500 － 500 500 0 

ガラス及び陶磁器くず 560 － 560 0 560 
安定型最終処分場に埋立

処分 
廃プラスチック類 15 － 15 0 15 

金属くず 7,145 7,145 0 0 0 
製鉄等原料として

売却 
再原料化 

木くず 50 － 50 50 0

産業廃棄物処理業

者に委託処理 

建設リサイクル法の特定

建設資材として再資源化

紙くず 50 － 50 0 50 最終処分場に埋立処分 

石膏ボード 10 － 10 0 10
管理型最終処分場に埋立

処分 

混合廃棄物 2,610 － 2,610 0 2,610 埋立処分等 

特
別
管
理
産
業
廃
棄
物 

汚泥 15 － 15 0 15

特別産業廃棄物処

理業者に委託処理 
管理型最終処分場に埋立

処分 

廃アルカリ 10 － 10 0 10

廃酸 15 － 15 0 15

燃え殻 40 － 40 0 40 

廃油 10 － 10 0 10 

合計 61,030 7,145 53,885 50,550 3,335 － － 

 

 

ウ．掘削工事等に伴う埋設廃棄物 

埋設廃棄物の掘削工事にあたっては、飛散防止対策として、敷地境界周辺に防じんネットや

仮囲い等を設置し、必要に応じて散水、シート掛け、覆土等を行う。埋設廃棄物は、フレキシ

ブルコンテナバック等に詰め込み、保管中、風雨にさらされないように仮置きする。また、仮

置きした際の地下浸透を防止するため、必要に応じて遮水シート等による養生を行うともに、

臭気が発生する場合には、中和剤やマスキング剤の散布等を行う。 

掘削した埋設廃棄物は、場外へ搬出する。埋設廃棄物の処理、処分方法については、廃棄物

処理法に基づき適正に処分する。 
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② 供用時（施設から発生する廃棄物） 

供用時に施設から発生する廃棄物の種類及び量は、表7-2-11.3に示すとおりである。 

供用時に施設から発生する廃棄物は、合計で23.7ｔ/日であり、このうち7.8ｔ/日を再資源化のう

え有効利用し、15.9ｔ/日を最終処分場に埋立処分とする計画である。 

 

表7-2-11.3 施設から発生する廃棄物 

単位：ｔ/日 

種 類 発生量 有効利用量 排出量 処理等の方法 

焼却灰 13.9 5.0 8.9 
一部は他所において再資源化のうえ有効利用

一部は最終処分場で埋立処分 

焼却飛灰  9.2 2.2 7.0 
一部は他所において再資源化のうえ有効利用

一部は最終処分場で埋立処分 

焼却鉄  0.6 0.6 0.0 製鉄等原料として有効利用 

合 計 23.7 7.8 15.9 － 
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２．環境保全措置 

本事業では、工事の実施による廃棄物及び廃棄物焼却等施設稼働による廃棄物の影響を低減するた

めに、次のような措置を講じる計画である。 

（１）施工時 

・廃棄物の排出量を抑制するため、廃棄物の分別排出を徹底し、金属くずについては有効利用す

る。 

・特定建設資材廃棄物については、種類ごとの分別排出を徹底し、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律により産業廃棄物の収集運搬業や処分業の許可を受けた業者に委託し、再資源化施設に

搬出して処理を行う。 

・特定建設資材以外の廃棄物についても、再資源化が可能なものについては、できる限り分別解

体等を実施して再資源化を行う。 

・再資源化等が困難な廃棄物を最終処分する場合は、安定型処分場で処分すべき品目及び管理型

処分場で処分すべき品目を分別して適正に処理する。 

・埋設廃棄物は、ポリエチレン内袋付きフレキシブルコンテナバック等で保管し、風雨等により

飛散することがないように仮置きする。また、仮置きした際の地下浸透を防止するため、必要

に応じて遮水シート等による養生を行う。 

 

（２）供用時 

・焼却灰及び焼却飛灰は、他所において再資源化のうえ有効利用する。 

・焼却鉄は、製鉄等原料として有効利用する。 
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３．評 価 

（１）評価の手法 

環境保全措置の実施方法等について検討した結果、事業者により実行可能な範囲で対象事業に係

る廃棄物の排出量及び最終処分量ができる限り抑制されているかについて評価した。 

（２）評価の結果 

① 施工時 

施工時の廃棄物については、 

・廃棄物の分別排出を徹底し、金属くずについては有効利用すること 

・特定建設資材廃棄物については、種類ごとの分別排出を徹底し、廃棄物の処理及び清掃に

関する法律により産業廃棄物の収集運搬業や処分業の許可を受けた業者に委託し、再資源

化施設に搬出して処理を行うこと 

・特定建設資材以外の廃棄物についても、再資源化が可能なものについては、できる限り分

別解体等を実施して再資源化を行うこと 

・再資源化等が困難な廃棄物を最終処分する場合は、安定型処分場で処分すべき品目及び管

理型処分場で処分すべき品目を分別して適正に処理すること 

・埋設廃棄物は、風雨等により飛散することがないようポリエチレン内袋付きフレキシブル

コンテナバック等で保管し、また、地下浸透を防止するため、必要に応じて遮水シート等

による養生を行うこと 

などの措置を講じることから、事業者の実行可能な範囲内で建設工事に伴う廃棄物の最終処分量

ができる限り抑制されているものと評価する。 

② 供用時 

供用時の廃棄物については、 

・焼却灰及び焼却飛灰は、他所において再資源化のうえ有効利用すること 

・焼却鉄は、製鉄等原料として有効利用すること 

などの措置を講じることから、事業者の実行可能な範囲内で施設から発生する廃棄物の最終処分

量ができる限り抑制されているものと評価する。 
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環境保全措置の記載について 

 

環境保全措置について、“計画段階で配慮し、調査及び予測に反映されている環境保全措置”、“調査及

び予測の結果を受けてその対策として講じる環境保全措置”、“調査及び予測に反映されていないが環境

影響の更なる回避・低減のための環境保全措置”に区分のうえ提示します。 

具体的な修正案について、例として「第７章大気質 7-2-1-2 工事用車両による沿道大気質」の部分

を以下に示します。 

 

 

 

３．環境保全措置 （修正案） 

本事業では、工事用車両による沿道大気質の影響を低減するために、次のような措置を講じる計画

である。 

【計画段階で配慮し、調査及び予測に反映されている環境保全措置】 

・工事用車両が集中しないように工程等の管理や配車の計画を行う。 

【調査及び予測に反映されていないが環境影響の更なる回避・低減のための環境保全措置】 

・工事用車両の通行は、一般車両の多い通勤時間帯などを避けるように努める。 

・工事用車両は、可能な限り最新排出ガス規制適合車を使用する。 

・不要なアイドリングや空ぶかし、急発進・急加速などの高負荷運転防止等のエコドライブを徹

底する。 

・工事用車両の整備、点検を徹底する。 

・通勤車両台数を減らすために、工事業者に対して工事作業者通勤車両の相乗りを励行する。 

添付資料 ⑫ 
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評価の記載について 

 

評価について、「（２）評価の結果」の①及び②のタイトル並びに「①環境の保全が適切に図られてい

るかどうかを検討する手法による評価」の記載を修正します。 

具体的な修正案について、例として「第７章大気質 7-2-1-2 工事用車両による沿道大気質」の部分

を以下に示します。 

 

 

４．評 価 （修正案） 

（１）評価の手法 

〔変更無し〕 

 

（２）評価の結果 

① 環境の保全が適切に図られているかどうかを検討する手法による評価の結果 

工事の実施にあたっては、 

・工事用車両が集中しないように工程等の管理や配車の計画を行うこと 

などの環境保全措置を確実に実施することにより、工事用車両による付加濃度（年平均値）は、

二酸化窒素が0.000019～0.000041ppm（付加率：0.08～0.17％）、浮遊粒子状物質が0.000004～

0.000009mg/ｍ3（付加率：0.02～0.04％）と予測され、調査及び予測の結果に反映されていないが

環境影響の更なる回避・低減のため、 

・工事用車両の通行は、一般車両の多い通勤時間帯などを避けるように努めること 

・工事用車両は、可能な限り最新排出ガス規制適合車を使用すること 

・不要なアイドリングや空ぶかし、急発進・急加速などの高負荷運転防止等のエコドライブ

を徹底すること 

・工事用車両の整備、点検を徹底すること 

・工事業者に対して工事作業者通勤車両の相乗りを励行すること 

などの措置を講じることから、事業者の実行可能な範囲内で対象事業に係る環境影響ができる限

り低減されているものと評価する。 

② 環境基準等と予測結果とを比較し検討する手法による評価の結果 

工事用車両による沿道大気質濃度の予測結果の最大値は、二酸化窒素の日平均値の年間98％値

が0.043ppm、浮遊粒子状物質の日平均値の２％除外値が0.057mg/ｍ3であり、二酸化窒素について

千葉県環境目標値を超過するものの本事業による付加率は0.08～0.17％と小さく、いずれの項目

も環境基準を満足していることから、整合を図るべき基準を満足するものと評価する。 

 

添付資料 ⑬ 


